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緊急地震速報とリアルタイム地震観測システムを利用した超高層建築の即時対応システム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


久保智弘＊　　久田嘉章＊＊
緊急地震速報　リアルタイム地震観測システム　エレベーター対策
堀内茂木＊＊＊　山本俊六＊＊＊＊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1．はじめに 

一方、地震調査研究推進本部1)によると南関東地方の直下では、今後30年間に約70％の確率でM7クラスの地震が発生すると予測しており、同様に東海地震や東南海・南海地震が今後30年間に86％と60％と高い確率で発生すると予測している。このため、南関東直下で地震が発生した場合、主に短周期地震動による被害が発生すると考えられ、東海地震や東南海・南海地震が発生した場合、長周期地震動による被害も予想される。したがって、南関東では短周期と長周期といった2つのタイプの地震動による被害の切迫性が高いと考えられる。2004年10月23日の新潟県中越地震では、首都圏に建つ超高層ビルにおいて、エレベーターケーブルの一部が首都圏で観測された長周期地震動により、切断する被害が発生した。一方、気象庁2)では、地震災害軽減のために平成19年10月から緊急地震速報を一般向けに配信を行っている。

こういったように地震リスクが高まる中、首都圏に建つ超高層ビルにおいて、建物の耐震性能のみならず、建築設備機器に対しても長周期地震動の対策を行う必要があると考えられる。

そこで本研究では、昨年首都圏に建つ超高層建築物を持つ工学院大学を対象として、緊急地震速報とリアルタイム地震観測システムを活用したエレベーターにおける閉じ込め防止対策への適用を検討した。今年度の研究では、緊急地震速報を活用した長周期地震動の簡易的評価方法について、検討する。

2.長周期地震動の影響について
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＊：ABSGコンサルティング, ＊＊：工学院大学工学部建築学科, ＊＊＊：防災科学技術研究所

＊＊＊＊：鉄道総合技術研究所

工学院大学新宿校舎は地上約143m(1989年竣工、地下６階地上29階、固有周期約3秒)の超高層建築で、地震感知器による制御機能を持つ4種類のエレベーターが11台ある(図1)。このうち、7台のエレベーターが中・高層階まで運行しており、長周期地震動による影響を受ける可能性がある。本研究では、これまで長周期地震動が工学院大学で観測された地震におけるエレベーター設備被害について、調査した。表1に各エレベーターにおける地震感知器での設定値を示す。表1から、中・高層階まで利用できる中・高層階用エレベーターでは、長周期地震動用として、波動エネルギーセンサーが設置されており、非常用エレベーターでは、一般的なエレベーターに設置されているP波センサーとS波センサーの2つのセンサーが設置されていることがわかる。波動エネルギーセンサーは、日立エレベーターサービスにより開発され、超高層ビルのエレベーター用に開発された地震感知器である。この感知器は速度と変位の積が波動エネルギーと相関が高く、波動エネルギーが震度とよい相関を持つことを利用して、観測された地震動の速度と変位の積をとり、その値によりエレベーターを制御するものである。

表2は、エレベーターで被害が発生した地震について、工学院大学に記録が残っていた2004年以降の被害をまとめた結果を示す。表2から、波動エネルギーセンサーが付いている高層用エレベーターで一時停止した事例が多く、首都圏で長周期地震動が観測された2005年宮城県沖地震や2007年中越沖地震において、エレベーターが停止したことがわかる。2007年中越沖地震では、工学院大学の地震観測システムの更新中であったため観測記録が得られなかった。この地震の際、エレベーターが運休となってしまったため、メンテナンス業者による復旧が必要となり、エレベーターの復旧まで2時間以上かかった。

以上のことから、工学院大学の中・高層用エレベーターは長周期地震動の影響を受けやすいことがわかった。
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2007年7月16日 6.8 新潟県上中越沖 17km 運休 運休

2005年10月19日 6.3 茨城沖 48ｋｍ 4.99 8.98 1.29 異常なし 異常なし

2005年10月16日 5.1 茨城県南部 47ｋｍ 7.57 13.57 0.31 異常なし 自動復旧

2005年8月16日 7.2 宮城県沖 42km 6.68 29.7 4.53 自動復旧 自動復旧

2005年7月23日

6.0 千葉県北西部 73km 36.44 84.98 3.59 運休 運休

2004年10月23日 6.8 新潟県中越地方 13km 5.61 27.3 7.38 自動復旧 記録無し

2004年9月5日 7.4 東海道沖(23時) 44km 3.67 14.9 5.71 自動復旧 記録無し
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1998年4月9日　福島県沖 205.3 141.03 36.936 90km 5.4

1999年5月22日　神奈川県西部 57.15 139.197 35.453 23km 4.4

2000年7月15日 新島・神津島近海 146.17 139.25 34.426 10km 5.9

2003年7月26日　宮城県東部 329.39 141.17 38.405 10km 6.2

2003年9月26日　北海道十勝沖 777.5 144.074 41.781 42km 8

2003年10月31日　宮城県沖 359.28 142.694 37.831 30km 6.8

2004年9月5日　紀伊半島沖 (19時) 297.95 136.797 33.031 38km  6.9

2004年9月5日　紀伊半島沖 (23時) 370 137.139 33.146 44km 7.4

2004年10月23日　新潟県中部 (17時) 193.6 138.867 37.291 13km 6.8

2004年10月23日　新潟県中部 (18時) 193.2 138.929 37.306 14km 6.5

2004年10月27日　新潟県中部 188.4 139.032 37.291 12km 6.1

2004年11月8日　新潟県中部 199 139.032 37.395 ごく浅い 5.9

2005年8月16日　宮城県沖 359.59 142.278 38.15 42km 7.2

2005年11月15日　宮城県沖 536.45 144.888 38.03 83km 7.1

2006年4月21日　静岡県東部 95.1 139.195 34.94 7km 5.8
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3.長周期地震動を対象としたエレベーター制御方法

3.1簡易長周期地震動推定方法によるエレベーターの停止方法
上述のように、これまで超高層ビルにおいて長周期地震動によるエレベーター被害や停止事例があり、事前対策が必要となる。また昨年の研究3)において地震発生後から長周期地震動が到達し、超高層ビルにおいて最大応答に達するまでに、エレベーターを停止するのに十分な時間があることを報告した。そこで、本研究では図2のフローに従い、長周期地震動を対象としてエレベーターを停止させるための手法を提案する。











このフローでは、緊急地震速報を受信後、得られる震源位置、地震規模を活用し、これまで工学院大学で観測された長周期地震動の到達時間に関して、整理したデータを使い、到達時間を予測する。次に、平行成層を仮定したグリーン関数法4)により作成した長周期地震動用ライブラリーを活用し、到達する地震動の大きさを予測する。さらに1質点系モデルによる応答解析結果と観測記録を利用して、建物の最大応答に関する経験式を求め、エレベーターを事前に最寄り階に停止させる。また、長周期地震動用ライブラリーや工学院大学に近いK-Net新宿(TKY007)の観測記録も活用し、長周期地震動が発生する条件についても整理する。

3.2 長周期地震動の到達予測時間データベース

工学院大学では、1990年からこれまで地震観測を行っており、これまで多くの地震記録が観測された。本研究では、この観測記録を使い、震央距離とP波、S波、表面波の到達時間について、整理した。今回1994年から2007年1月までの観測記録174個のうち97地震を整理し、図3に利用した震源の位置と規模、震源深さを示し、図4に震央距離とP波、S波、表面波の到達時間を示す。利用した記録のうち表面波が観測された観測記録は15個ある。この図から、表面波は約2.5kmで到達していることがわかる。既往の研究5)によると、関東平野において1秒以上のS波速度が約2.6km/s～3.4km/sで伝播する事が確認されており、今回整理したデータの結果はこの結果とほぼ一致した。したがって、本研究では、このデータベースを使い、震央位置と工学院大学の距離から長周期地震動の到達予測時間を求める。











3.3 長周期地震動の簡易予測方法

本研究では、対象とする建物の固有周期が3秒程度であり、緊急地震速報を活用して簡易的に長周期地震動を予測するため、平行成層を仮定した波数積分法によるグリーン関数法を用いて、地震動の予測を行う。ここでは2004年中越地震を対象に工学院大学での観測記録と予測された地震動の比較を行った。図5は工学院大学における地盤モデルを示し、GL-2.5km以深を緊急地震速報で利用している防災科学技術研究所の走時データを基にモデル化し、GL-2.5km以浅を山田･山中(2003) 6)を参考に、工学院大学直下における地下構造をモデル化した。またグリーン関数法により地震動を計算する際の地震モーメントは武村(1990) 7)を参考に気象庁マグニチュードから計算した。表3に強震動予測に使用した震源のパラメータを示し、図6に震源位置と工学院大学を示す。図7には中越地震における工学院大学のGL-100mにおける観測波形(細線)と上述の仮定に基づいて、波数積分法による平行成層を仮定した理論的グリーン関数法の結果による予測波形(太線)(0.1Hz～1Hzまでをバンドパスフィルター処理)を示す。この図から3次元効果による影響のため、70秒以降は堆積層の予測波形と観測波形があまり一致していないが、30秒から70秒までは、観測記録と予測記録はほぼ合っており、長周期地震動の即時予測に有効なことが分かった。
















3.4 長周期地震動による建物応答モデル

本研究では、簡易的に建物応答を評価するため、1質点系の応答解析により評価する。このとき固有周期を工学院大学の1次周期とほぼ同じ3秒とし、時刻歴応答解析により得られた刺激係数β=1.43を用いて計算する。図8に1質点系と実際の観測記録の応答を示す。1質点系の応答を求める際、工学院大学におけるGL-100mで観測された観測記録を入力し、変位応答を求めた。この図から、工学院大学の1次固有周期3秒による1質点系モデルでも観測記録とよく一致していることがわかる。したがって、本研究では、長周期地震動の応答を求める際、1次固有周期3秒とした1質点系モデルの応答結果を用いて長周期地震動による応答結果を予測する。






3.5 長周期地震動による建物応答の予測方法

　上述してきたように、建物応答については、1質点系モデルを用いることで工学院大学における長周期地震動による応答を予測できることを確認した。しかし、長周期地震動については、平行成層によるグリーン関数法の予測結果では、関東平野内部で発生する堆積層表面波による長周期地震動を予測することが出来ないことも確認した。したがって、観測記録とグリーン関数法による強震動予測波形を用いて建物応答を比較する場合、強震動予測波形が過小評価となり、観測記録と誤差が生じると考えられる。そこで、ここでは、これまで長周期地震動が観測された地震について、観測記録とグリーン関数法による強震動予測波形を用いて推定した建物応答について、比較を行った。表4に使用した地震の緒言を示し、図9には、縦軸に工学院大学29階で観測された変位記録のうちの最大値をとり、横軸に上述の予測方法により求められた応答変位の最大値をとった図を示す。また、図中には回帰直線とR2の値、相関係数を示す。この図から、相関係数が0.6とやや高い相関があるが、R2の値から累乗近似による回帰直線からのばらつきがあることが分かるが、今回分析したデータにより長周期地震動による応答を予測することが出来ると考えられる。







4. まとめ

本研究では、超高層用エレベーターへの地震防災対策として、緊急地震速報を活用した簡易的長周期地震動予測法によるエレベーター制御フローについて、観測記録を用いて、比較検討を行った。

その結果、簡易的長周期地震動予測法とこれまでの観測記録により求められた経験式を使うことにより、エレベーターの長周期地震動対策に活用できることを確認した。今後は、3次元地震動シミュレーションによる長周期地震動予測結果の活用やエレベーター被害の事例と観測記録を活用して、エレベーターを停止するための閾値、また緊急地震速報によるアナウンス方法などについて研究する予定である。
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図2:長周期地震動を対象としたエレベーターの停止フロー
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表2：エレベーター被害事例について





図１: 工学院大学の立面図及び1階平面図





平面図
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図4: 工学院大学におけるP,S,表面波の到達時間と距離








表1：各エレベーターにおける地震感知器について
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図5：工学院大学における地盤モデル





表3：2004年中越地震の震源モデル





予測応答変位(cm)











震源











NS方向











相関係数:0.60











(cm)











図9：長周期地震動による観測変位と予測応答変位





建物応答の最大応答を予測�(表面波と建物応答の経験式)
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表4：使用した地震の緒言





図8：中越地震における観測変位波形と1質点系による変位応答





図3:到達時間の整理に利用した地震
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図7：中越地震における観測波形と予測波形
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図6：震源位置と工学院大学
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